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平成 16 年 8 月期   個別財務諸表の概要          平成16年10月18日 

上 場 会 社 名        株式会社サンヨーハウジング名古屋                  上場取引所  東・名 
コ ー ド 番 号         8904                                          本社所在都道府県  愛知県 
（ＵＲＬ  http://www.sanyo-hn.co.jp ） 
代 表 者 役職名 代表取締役社長     氏名 宮﨑 宗市 
問合せ先責任者 役職名 常務取締役経営企画室長 氏名 吉川 銑作   ＴＥＬ (052)859－0034 
決算取締役会開催日 平成16年10月18日        中間配当制度の有無            ○有・無 
定時株主総会開催日 平成16年11月24日        単元株制度採用の有無  有・○無  
 
１． 16年8月期の業績(平成15年9月1日～平成16年8月31日) 
(1)経営成績                （百万円未満の金額は切り捨てて表示しております。） 

 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

16年8月期 24,119 ( 6.3) 1,990 (△6.6) 2,037 (△5.9)
15年8月期 22,692 ( 6.8) 2,130 ( 12.1) 2,164 ( 15.9)

 
 

当期純利益 
1 株 当 た り
当 期 純 利 益

潜 在 株 式 調 整 後

１株当たり当期純利益

株 主 資 本

当期純利益率

総 資 本 

経 常 利 益 率 
売 上 高

経 常 利 益 率

 百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

16年8月期 1,159 (△7.0) 43,973 39 ― ― 22.8 11.7 8.4
15年8月期 1,246 ( 20.9) 100,065 38 99,669 25 34.1 13.7 9.5

(注) ①期中平均株式数 16年8月期  25,124株             15年8月期  11,884株 
    ②会計処理の方法の変更 有・○無  
     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 
(2)配当状況 

1株当たり年間配当金 
 

 中 間 期 末 

配当金総額
(年 間) 

配当性向 
株主資本 
配 当 率     

  円 銭 円 銭  円 銭 百万円 ％ ％

16年8月期 12,500 00 5,500 00 7,000 00 327 28.4 5.4
15年8月期 21,000 00 10,000 00 11,000 00 249 21.0 6.1

(注)平成16年8月期期末配当金の内訳（普通配当金6,000円 記念配当金1,000円） 
 
(3)財政状態 

 総 資 産      株 主 資 本      株主資本比率 １株当たり株主資本

 百万円 百万円 ％ 円 銭

16年8月期 18,179 6,043 33.2 228,453 49
15年8月期 16,580 4,117 24.8 341,666 59

(注) ①期末発行済株式数   16年8月期 26,218株        15年8月期 11,884株 
②期末自己株式数   16年8月期    0株        15年8月期    0株 

 
２．17年8月期の業績予想(平成16年9月1日～平成17年8月31日) 

１株当たり年間配当金  
売 上 高     経常利益 当期純利益 

中 間 期 末  
 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中 間 期 
通   期 

13,328 
25,999 

1,359
2,226

774
1,268

3,000 00 3,000 00 6,000 00

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)23,155円85銭 
(注)１株当たり予想当期純利益（通期）の計算は、普通株式に係る予想当期純利益を添付資料54ページ

に記載されている株式分割後の普通株式の発行済株式数で除して計算しております。 

 

上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき判断した見通しとなっております。 

実際の業績は、今後様々な要因によって異なる結果となる可能性があります。 

なお、上記予想に関する事項は添付資料8ページ「(b)次期の見通し」をご参照下さい。 
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１．財務諸表等 

(1) 財務諸表 

① 貸借対照表 

(単位：千円) 

第14期 
平成15年８月31日現在 

第15期 
平成16年８月31日現在 

増減金額 
(△は減少) 

科目 

金額 構成比 金額 構成比 金額 

  ％ ％  

(資産の部)    

Ⅰ 流動資産     

１ 現金及び預金   4,159,636 4,655,150   495,514

２ 完成工事未収入金   2,709 19,211   16,502

３ 販売用不動産 ※１  447,218 708,838   261,620

４ 開発事業支出金 ※１  8,348,121 8,609,551   261,430

５ 未成工事支出金   692,487 901,679   209,192

６ 材料貯蔵品   3,098 3,662   564

７ 未収入金  ※２  29,111 104,088   74,977

８ 立替金   281,552 353,544   71,992

９ 前払費用   19,502 45,735   26,233

10 繰延税金資産   119,675 98,298   △21,377

11 その他   3,889 74,274   70,385

12 貸倒引当金   △35 △138   △103

流動資産合計   14,106,967 85.1 15,573,897 85.7  1,466,930

Ⅱ 固定資産     

１ 有形固定資産     

(1) 建物  273,622 303,547  29,925 

減価償却累計額  43,123 230,498 52,288 251,259  9,165 20,761

(2) 構築物  15,344 17,115  1,771 

減価償却累計額  3,525 11,819 5,092 12,023  1,567 204

(3) 車輌運搬具  179,110 222,185  43,075 

減価償却累計額  100,813 78,296 122,146 100,038  21,333 21,742

(4) 工具器具備品  67,102 87,738  20,636 

減価償却累計額  36,778 30,324 49,742 37,995  12,964 7,671

(5) 土地      398,090 418,152   20,062

(6) 建設仮勘定   25,747 13,650   △12,097

有形固定資産合計   774,776 4.7 833,120 4.6  58,344

２ 無形固定資産     

(1) 商標権   165 143   △22

(2) ソフトウェア   19,996 18,733   △1,263

(3) 電話加入権   6,351 7,181   830

無形固定資産合計   26,514 0.1 26,059 0.1  △455
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(単位：千円) 

第14期 
平成15年８月31日現在 

第15期 
平成16年８月31日現在 

増減金額 
(△は減少) 

科目 

金額 構成比 金額 構成比 金額 

  ％ ％  

３ 投資その他の資産     

(1) 投資有価証券   39,058 42,800   3,742

(2) 関係会社株式   1,414,901 1,415,151   250

(3) 出資金   1,150 1,150   ―

(4) 長期貸付金   1,935 1,634   △301

(5) 長期前払費用   26,046 22,139   △3,907

(6) 差入保証金   58,399 88,095   29,696

(7) 保険積立金   41,979 42,947   968

(8) 繰延税金資産   51,849 46,457   △5,392

(9) 長期性預金   30,000 72,500   42,500

(10) その他投資等   20,513 27,063   6,550

(11) 貸倒引当金   △13,313 △13,213   100

投資その他の資産合計   1,672,520 10.1 1,746,725 9.6  74,205

固定資産合計   2,473,811 14.9 2,605,905 14.3  132,094

資産合計   16,580,779 100.0 18,179,802 100.0  1,599,023
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(単位：千円) 

第14期 
平成15年８月31日現在 

第15期 
平成16年８月31日現在 

増減金額 
(△は減少) 

科目 

金額 構成比 金額 構成比 金額 

  ％ ％  

(負債の部)    

Ⅰ 流動負債     

１ 工事未払金   1,755,657 2,228,723   473,066

２ 短期借入金   ※１  4,035,900 3,410,600   △625,300

３ 一年以内返済予定 
  長期借入金 

  222,590 200,000   △22,590

４ 一年以内償還予定社債   ― 100,000   100,000

５ 未払金 ※２  139,905 122,657   △17,248

６ 未払法人税等   503,680 418,249   △85,431

７ 未払費用   50,289 66,507   16,218

８ 未成工事受入金   2,631,007 2,530,534   △100,473

９ 預り金   701,843 858,826   156,983

10 賞与引当金   47,153 46,173   △980

11 完成工事補償引当金   11,538 12,392   854

12 その他   1,281 1,653   372

流動負債合計   10,100,847 60.9 9,996,317 55.0  △104,530

Ⅱ 固定負債     

１ 社債   1,000,000 900,000   △100,000

２ 長期借入金   1,200,000 1,000,000   △200,000

３ 退職給付引当金   15,061 8,441   △6,620

４ 役員退職慰労引当金   87,579 92,286   4,707

５ 預り保証金   59,425 138,864   79,439

固定負債合計   2,362,066 14.3 2,139,591 11.8  △222,475

負債合計   12,462,913 75.2 12,135,909 66.8  △327,004

(資本の部)    

Ⅰ 資本金 ※３  912,500 5.5 1,460,972 8.0  548,472

Ⅱ 資本剰余金     

１ 資本準備金  78,450 626,920   548,470

資本剰余金合計   78,450 0.4 626,920 3.4  548,470

Ⅲ 利益剰余金     

１ 利益準備金   89,802 109,802   20,000

２ 任意積立金     

(1) 別途積立金  1,810,000 1,810,000 2,710,000 2,710,000   900,000

３ 当期未処分利益   1,228,040 1,135,044   △92,996

利益剰余金合計   3,127,842 18.9 3,954,846 21.8  827,004

Ⅳ その他有価証券評価差額金   △926 0.0 1,154 0.0  2,080

資本合計   4,117,865 24.8 6,043,893 33.2  1,926,028

負債資本合計   16,580,779 100.0 18,179,802 100.0  1,599,023
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② 損益計算書 
(単位：千円) 

第14期 
自 平成14年９月１日 
至 平成15年８月31日 

第15期 
自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日 

増減金額 
(△は減少) 

科目 

金額 百分比 金額 百分比 金額 

  ％ ％  
Ⅰ 売上高 ※１    

１ 完成工事高  11,549,770 12,392,576  842,806 

２ 開発事業売上高  11,143,010 22,692,781 100.0 11,726,481 24,119,057 100.0 583,471 1,426,276

Ⅱ 売上原価     

１ 完成工事原価 ※１ 8,070,584 8,930,022  859,438 

２ 開発事業売上原価 ※１ 10,490,726 18,561,311 81.8 10,933,298 19,863,321 82.4 442,572 1,302,010

Ⅲ 売上総利益     

１ 完成工事総利益  3,479,186 3,462,553  △16,633 

２ 開発事業総利益  652,283 4,131,470 18.2 793,182 4,255,735 17.6 140,899 124,265

Ⅳ 販売費及び一般管理費 ※１    

１ 役員報酬  100,782 98,894   

２ 従業員給与手当  657,464 802,878   

３ 従業員賞与  115,288 130,193   

４ 賞与引当金繰入額  7,002 △759   

５ 退職給付費用  10,608 12,772   

６ 役員退職慰労引当金 
  繰入額 

 11,192 11,490   

７ 法定福利費  86,286 99,542   

８ 福利厚生費  8,510 16,427   

９ 修繕費  2,259 4,221   

10 支払手数料  71,842 31,770   

11 消耗品・事務用品費  25,843 29,763   

12 登記料  3,209 3,469   

13 水道光熱費  17,628 21,326   

14 通信費  35,351 45,598   

15 旅費交通費  21,302 27,958   

16 車輌費  24,779 27,106   

17 販売促進費  52,066 56,792   

18 仲介手数料  2,442 5,079   

19 広告宣伝費  235,076 290,919   

20 貸倒引当金繰入額  △117 3   

21 接待交際費  22,309 35,542   

22 減価償却費  46,808 57,402   

23 租税公課  219,703 181,641   

24 保険料  24,221 24,815   

25 リース料  11,126 8,973   

26 地代家賃  64,737 86,168   

27 その他  123,436 2,001,165 8.8 155,482 2,265,473 9.3  264,308

営業利益   2,130,304 9.4 1,990,261 8.3  △140,043
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(単位：千円) 
第14期 

自 平成14年９月１日 
至 平成15年８月31日 

第15期 
自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日 

増減金額 
(△は減少) 

科目 

金額 百分比 金額 百分比 金額 

  ％ ％  
Ⅴ 営業外収益     

１ 受取利息  1,780 2,299   

２ 受取配当金  1,182 1,613   

３ 受取代願手数料  27,021 28,643   

４ 不動産取得税還付金  40,120 58,486   

５ 安全協力費  29,361 33,832   

６ 雑収入  46,756 146,221 0.6 57,527 182,403 0.7  36,182

Ⅵ 営業外費用     

１ 支払利息  98,280 104,402   

２ 社債利息  8,140 6,315   

３ 新株発行費  ― 15,671   

４ 雑損失  5,928 112,348 0.5 8,890 135,279 0.6  22,931

経常利益   2,164,176 9.5 2,037,385 8.4  △126,791

Ⅶ 特別利益     

１ 固定資産売却益 ※２ 43 1,659   

２ 投資有価証券売却益  199 242 0.0 ― 1,659 0.0  1,417

Ⅷ 特別損失     

１ 固定資産売却損 ※３ 511 184   

２ 固定資産除却損 ※４ 2,272 855   

３ 貸倒引当金繰入額  500 ―   

４ 投資有価証券売却損  46 3,329 0.0 ― 1,040 0.0  △2,289

税引前当期純利益   2,161,090 9.5 2,038,004 8.4  △123,086

法人税、住民税 
及び事業税 

 909,000 853,798   

法人税等調整額  5,413 914,413 4.0 25,109 878,907 3.6  △35,506

当期純利益   1,246,676 5.5 1,159,097 4.8  △87,579

前期繰越利益   112,087 119,816   7,729

中間配当額   118,840 143,869   25,029

中間配当に伴う 
利益準備金積立額 

  11,884 ―   △11,884

当期未処分利益   1,228,040 1,135,044   △92,996
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③ 利益処分計算書(案) 

(単位：千円) 

株主総会承認年月日 
第14期 

平成15年11月25日 
第15期 

平成16年11月24日 
増減金額 
(△は減少) 

科目 金額 金額 金額 

Ⅰ 当期未処分利益  1,228,040 1,135,044  △92,996

Ⅱ 利益処分額   

１ 利益準備金  20,000 ― 20,000 

２ 配当金  130,724 183,526 52,802 

３ 役員賞与金 
  (うち監査役分) 

 
57,500
(1,200)

54,300
(1,200)

△3,200 
(  ―)

４ 任意積立金   

(1) 別途積立金  900,000 1,108,224 700,000 937,826 △200,000 △170,398

Ⅲ 次期繰越利益  119,816 197,218 △140,398 77,402

 

 

(注) １ １株当たり配当金の内訳 

第14期 第15期  

年間 中間 期末 年間 中間 期末 

 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

普通(旧)株式 21,000 00 10,000 00 11,000 00 12,500 00 5,500 00 7,000 00

(内訳) 普通配当 21,000 00 10,000 00 11,000 00 11,500 00 5,500 00 6,000 00

    記念配当 ― ― ― 1,000 00 ― 1,000 00

普通(新)株式 ― ― ― 7,000 00 ― 7,000 00

(内訳) 普通配当 ― ― ― 6,000 00 ― 6,000 00

    記念配当 ― ― ― 1.000 00 ― 1.000 00

 

(注) ２ １株当たり指標遡及修正値 

 決算短信に記載されている１株当たり指標を平成16年８月期の数値を100として、これまでに実施し

た株式分割等に伴う希薄化を修正・調整した数値に表示しますと以下のとおりとなります。 

 第14期 第15期 

 中間 期末 中間 期末 

 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

１株当たり当期純利益 19,705 36 50,032 69 20,416 30 43,973 39

１株当たり配当金 5,000 00 5,500 00 5,500 00 7,000 00

１株当たり株主資本 145,454 05 170,833 30 210,813 60 228,453 49

（注） 平成16年８月期に株式分割を実施 

    効力発生日 平成15年10月20日に１：２の株式分割 
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重要な会計方針 

 

項目 
第14期 

(自 平成14年９月１日 
至 平成15年８月31日) 

第15期 
(自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日) 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

・子会社株式 

  移動平均法による原価法 

・子会社株式 

同左 

 ・その他有価証券 

  時価のあるもの 

   決算末日の市場価格等に基づく

時価法(評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定) 

・その他有価証券 

  時価のあるもの 

同左 

   時価のないもの 

   移動平均法による原価法 

  時価のないもの 

同左 

２ デリバティブの評価基準

及び評価方法 

  時価法 ――― 

３ たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

・販売用不動産 

  個別法による原価法 

・販売用不動産 

同左 

 ・開発事業支出金 

  個別法による原価法 

・開発事業支出金 

同左 

 ・未成工事支出金 

  個別法による原価法 

・未成工事支出金 

同左 

 ・材料貯蔵品 

  最終仕入原価法 

・材料貯蔵品 

同左 

４ 固定資産の減価償却の方

法 

(1) 有形固定資産 

  定率法を採用しております。ただ

し、平成10年４月１日以降取得の建

物(建物附属設備を除く)について

は、定額法によっております。 

  なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。 

  建物         15～39年

  構築物        10～20年

  車輌運搬具      ４～６年

  工具器具備品     ５～15年

(1) 有形固定資産 

同左 

 (2) 無形固定資産 

  定額法を採用しております。 

  なお、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における見込利用可

能期間(５年)に基づく定額法を採用

しております。 

(2) 無形固定資産 

同左 

 (3) 長期前払費用 

  定額法を採用しております。 

(3) 長期前払費用 

同左 

５ 繰延資産の処理方法 ――― (1) 新株発行費 

  支出時に全額費用として処理して

おります。 
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項目 
第14期 

(自 平成14年９月１日 
至 平成15年８月31日) 

第15期 
(自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日) 

６ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

  債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しており

ます。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

 (2) 賞与引当金 

  従業員に対して支給する賞与の支

出に充てるため、将来の支給見込額

のうち当期の負担額を計上しており

ます。 

(2) 賞与引当金 

同左 

 (3) 完成工事補償引当金 

  完成工事に係る補償支出に備える

ため、将来の見積補償額を計上して

おります。 

(3) 完成工事補償引当金 

同左 

 (4) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、

退職給付会計に関する実務指針(会

計制度委員会報告第13号)に定める

簡便法に基づき、直近の年金財政上

の責任準備金をもって期末日におけ

る退職給付債務を計算し、当該期末

日の年金資産の公正な評価額を控除

して計上しております。 

  また、退職給付費用は、期首退職

給付引当金残高から適格退職年金制

度への当期拠出金を控除した後の残

高と期末退職給付引当金との差額と

して計上しております。 

(4) 退職給付引当金 

同左 

 (5) 役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支出に備える

ため、役員退職金慰労金規程に基づ

く期末要支給額を計上しておりま

す。 

(5) 役員退職慰労引当金 

同左 

７ 完成工事高の計上基準  完成工事高の計上は、工事完成基準

によっております。 

同左 

８ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

同左 

９ 消費税等の会計処理  税抜方式によっており、控除対象外

消費税等については、販売費及び一般

管理費に計上しております。 

同左 
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会計処理の変更 

 

第14期 
(自 平成14年９月１日 
至 平成15年８月31日) 

第15期 
(自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日) 

(自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準) 

 当期から「企業会計基準第１号 自己株式及び法定準

備金の取崩等に関する会計基準」(平成14年２月21日

企業会計基準委員会)を適用しております 

 この変更に伴う損益に与える影響は、ありません。 

 なお、財務諸表等規則の改正により、当期における貸

借対照表の資本の部については、以下のとおり表示を変

更しております。 

１ 前期において独立掲記しておりました「資本準備

金」は当期においては「資本剰余金」の内訳科目と

して表示しております。 

２ 前期において独立掲記しておりました「利益準備

金」は当期においては「利益剰余金」の内訳科目と

して表示しております。 

３ 前期において「その他の剰余金」の内訳科目として

表示しておりました「任意積立金」は当期において

は「利益剰余金」の内訳科目として表示しておりま

す。 

４ 前期において「その他の剰余金」の内訳科目として

表示しておりました「当期未処分利益」は当期にお

いては「利益剰余金」の内訳科目として表示してお

ります。 

(１株当たり当期純利益に関する会計基準等) 

 当期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」

(企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業会計基

準第２号)及び「１株当たり当期純利益に関する会計基

準の適用指針」(企業会計基準委員会 平成14年９月25

日 企業会計基準適用指針第４号)を適用しておりま

す。 

 なお、同会計基準及び適用指針の適用に伴う影響につ

いては、(１株当たり情報)注記事項に記載のとおりであ

ります。 

――― 
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注記事項 

(貸借対照表関係) 

 

第14期 
(平成15年８月31日) 

第15期 
(平成16年８月31日) 

※１ 担保に供している資産及びこれに対応する債務は

次のとおりであります。 

  (イ)担保に供している資産 

販売用不動産(注) 193,055千円

開発事業支出金(注) 5,400,572千円

計 5,593,627千円

    (注)設定留保扱いとしております。 

※１ 担保に供している資産及びこれに対応する債務は

次のとおりであります。 

  (イ)担保に供している資産 

販売用不動産(注) 132,658千円

開発事業支出金(注) 4,719,222千円

計 4,851,880千円

    (注)設定留保扱いとしております。 

  (ロ)上記に対する債務 

短期借入金 3,668,900千円
 

  (ロ)上記に対する債務 

短期借入金 3,190,600千円
 

※２ 関係会社に対する主な資産・負債 

   区分掲記した以外で各科目に含まれているものは

次のとおりであります。 

未収入金 485千円

未払金 38,436千円
 

※２ 関係会社に対する主な資産・負債 

   区分掲記した以外で各科目に含まれているものは

次のとおりであります。 

未収入金 64,888千円

未払金 4,269千円
 

※３ 会社が発行する株式の総数 普通株式 42,000株

   発行済株式の総数     普通株式 11,884株

※３ 会社が発行する株式の総数 普通株式 42,000株

   発行済株式の総数     普通株式 26,218株

 ４ 保証債務 

  (イ)住宅建設者に対する金融機関の融資について、

次のとおり債務保証を行っております。 

住宅建設者 2,554,950千円

   なお、この保証は、住宅建設者に対する公的資金

融資が実行されるまでの間、住宅建設者が一時的に

金融機関から受ける融資に対する債務保証でありま

す。 

 ４ 保証債務 

  (イ)住宅建設者に対する金融機関の融資について、

次のとおり債務保証を行っております。 

住宅建設者 2,201,011千円

   なお、この保証は、住宅建設者に対する公的資金

融資が実行されるまでの間、住宅建設者が一時的に

金融機関から受ける融資に対する債務保証でありま

す。 

  (ロ)子会社の金融機関からの借入に対して債務保証

を行っております。 

サンヨーベストホーム㈱ 500,000千円

巨勢雄㈱ 150,000千円
 

  (ロ)子会社の金融機関からの借入に対して債務保証

を行っております。 

サンヨーベストホーム㈱ 425,300千円

巨勢雄㈱ 280,000千円
 

―――  ５ 配当制限 

   商法施行規則第124条第３号に規定する純資産額

は、1,154千円であります。 
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(損益計算書関係) 

 

第14期 
(自 平成14年９月１日 
至 平成15年８月31日) 

第15期 
(自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日) 

※１ 関係会社に係る注記 

   区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対するものは次のとおりであります。 

売上高 ―千円

完成工事売上原価 ―千円

開発事業売上原価 140,607千円

販売費及び一般管理費その他 2,998千円
 

※１ 関係会社に係る注記 

   区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対するものは次のとおりであります。 

売上高 212,760千円

完成工事売上原価 476,812千円

開発事業売上原価 225,172千円

販売費及び一般管理費その他 18,307千円
 

※２ 固定資産売却益の内訳は、次のとおりでありま

す。 

車輌運搬具 43千円
 

※２ 固定資産売却益の内訳は、次のとおりでありま

す。 

車輌運搬具 1,659千円
 

※３ 固定資産売却損の内訳は、次のとおりでありま

す。 

車輌運搬具 511千円
 

※３ 固定資産売却損の内訳は、次のとおりでありま

す。 

車輌運搬具 184千円
 

※４ 固定資産除却損の内訳は、次のとおりでありま

す。 

建物 ―千円

工具器具備品 ―千円

車輌運搬具 2,272千円

計 2,272千円
 

※４ 固定資産除却損の内訳は、次のとおりでありま

す。 

建物 588千円

工具器具備品 43千円

車輌運搬具 222千円

計 855千円
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(リース取引関係) 

 

第14期 
(自 平成14年９月１日 
至 平成15年８月31日) 

第15期 
(自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

 
取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

期末残高
相当額 
(千円) 

工具器具備品 60,819 46,043 14,775

合計 60,819 46,043 14,775

 

 
取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

期末残高
相当額 
(千円) 

工具器具備品 36,854 31,818 5,036

合計 36,854 31,818 5,036

 
 (注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定しておりま

す。 

 (注)         同左 

 ② 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 9,774千円

１年超 5,001千円

合計 14,775千円
 

 ② 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 4,437千円

１年超 599千円

合計 5,036千円
 

 (注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法により算

定しております。 

 (注)         同左 

 ③ 当期の支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 13,239千円

減価償却費相当額 13,239千円
 

 ③ 当期の支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 9,670千円

減価償却費相当額 9,670千円
 

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 

(有価証券関係) 

前期(平成14年９月１日～平成15年８月31日)及び当期(平成15年９月１日～平成16年８月31日)に

おける子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 
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(税効果会計関係) 

 

第14期 第15期 

１ 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産 

 未払事業税 45,756千円

 開発事業支出金評価損否認 28,874千円

 ゴルフ会員権評価損 4,700千円

 賞与引当金損金算入超過額 15,653千円

 役員退職慰労引当金 36,108千円

 退職給付引当金超過額 4,323千円

 長期保証料 3,298千円

 所有権移転済住宅用地売却益 23,721千円

 その他 9,087千円

 繰延税金資産合計 171,524千円
 

１ 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産 

 未払事業税 34,332千円

 開発事業支出金評価損否認 13,223千円

 ゴルフ会員権評価損 4,583千円

 賞与引当金損金算入超過額 18,728千円

 役員退職慰労引当金 37,431千円

 退職給付引当金超過額 3,282千円

 長期保証料 1,295千円

 所有権移転済住宅用地売却益 25,347千円

 その他 6,534千円

 繰延税金資産合計 144,755千円
 

 (注) 当期における繰延税金資産の合計は、貸借対照

表の以下の項目に含まれております。 

流動資産－繰延税金資産 119,675千円

固定資産－繰延税金資産 51,849千円
 

 (注) 当期における繰延税金資産の合計は、貸借対照

表の以下の項目に含まれております。 

流動資産－繰延税金資産 98,298千円

固定資産－繰延税金資産 46,457千円
 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

法定実効税率 41.90％

 (調整) 

 交際費等永久に損金に 
 算入されない項目 

0.46％

 住民税均等割等 0.12％

 その他 △0.17％

 税効果適用後の法人税等の負担率 42.31％
  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

法定実効税率 41.90％

 (調整) 

 交際費等永久に損金に 
 算入されない項目 

0.76％

 住民税均等割等 0.58％

 その他 △0.11％

 税効果適用後の法人税等の負担率 43.13％
  

３ 「地方税法等の一部を改正する法律」(平成15年法

律第９号)が平成15年３月31日に公布された事に伴

い、当期の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算(た

だし、平成16年９月１日以降解消が見込まれるものに

限る。)に使用した法定実効税率は、前期の41.90％か

ら41.23％に変更されました。その結果、繰延税金資

産の金額(繰延税金負債の金額を控除した金額)が841

千円減少し、当期に計上された法人税等調整額829千

円、その他有価証券評価差額金が11千円、それぞれ増

加しております。 

３ 「地方税法等の一部を改正する法律」(平成15年法

律第９号)が平成15年３月31日に公布され、愛知県の

条例が変更された事により、当期の繰延税金資産及び

繰延税金負債の計算に使用した法定実効税率は、前期

の41.23％から40.56％に変更されました。その結果、

繰延税金資産の金額(繰延税金負債の金額を控除した

金額)が2,404千円減少し、当期に計上された法人税等

調整額が、2,404千円、その他有価証券評価差額金が

13千円、それぞれ増加しております。 
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(１株当たり情報) 

 

項目 第14期 第15期 

１株当たり純資産額 341,666円59銭 228,453円49銭

１株当たり当期純利益 100,065円38銭 43,973円39銭

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

99,669円25銭 ―

  当期から「１株当たり当期純利益に

関する会計基準」(企業会計基準第２

号)及び「１株当たり当期純利益に関す

る会計基準の適用指針」(企業会計基準

適用指針第４号)を適用しております。

 なお、当期において、従来と同様の

方法によった場合の（１株当たり情

報）については、以下のとおりであり

ます。 

 

１株当たり純資産 346,505円03銭

１株当たり当期純利益 104,903円82銭

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

104,488円53銭

 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益については、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。 

 当社は、平成15年10月20日付で普通

株式１株に対し普通株式２株の割合で

株式分割を行いました。 

 前期首に当該株式分割が行われたと

仮定した場合における（１株当たり情

報）前連結会計年度の各数値は以下の

とおりであります。 

１株当たり純資産 170,833円30銭

１株当たり当期純利益 50,032円69銭

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

49,834円63銭

 
(注) １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであり

ます。 

 
第14期 

(自 平成14年９月１日 
至 平成15年８月31日)

第15期 
(自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日)

損益計算書上の当期純利益(千円) 1,246,676 1,159,097

普通株式に係る当期純利益(千円) 1,189,176 1,104,797

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳(千円) 

利益処分による役員賞与金 57,500 54,300

普通株主に帰属しない金額(千円) 57,500 54,300

普通株式の期中平均株式数(株) 11,884 25,124

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用いられた
当期純利益調整額の主要な内訳(千円) 

― ―

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用いられた
普通株式増加数の主要な内訳(株) 

―

新株引受権 47 ―

普通株式増加数(株) 47 ―

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり当
期純利益の算定に含まれなかった潜在株式の概要 

― ―
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(重要な後発事象) 

 

第14期 
(自 平成14年９月１日 
至 平成15年８月31日) 

第15期 
(自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日) 

 当社は、平成15年７月14日開催の取締役会において株

式分割による新株式の発行を行う旨の決議をしておりま

す。 

 当該株式分割の内容は、下記のとおりであります。 

 １ 平成15年10月20日付をもって平成15年８月31日最

終の株主名簿及び実質株主名簿に記載された株主の

所有株式数を１株に付き２株の割合をもって分割す

る。 

 ２ 分割により増加する株式数  普通株式11,884株

 ３ 配当起算日  平成15年９月１日 

前期首に当該株式分割が行われたと仮定した場合におけ

る（１株当たり情報）の各数値はそれぞれ以下のとおり

であります。 

第13期 
(自 平成13年９月１日 
至 平成14年８月31日) 

第14期 
(自 平成14年９月１日 
至 平成15年８月31日) 

１株当たり 
純資産額 

134,164円33銭
１株当たり 
純資産額 

170,833円30銭

１株当たり 
当期純利益 

48,051円16銭
１株当たり 
当期純利益 

50,032円69銭

潜在株式調整
後１株当たり
当期純利益 

47,816円20銭
潜在株式調整
後１株当たり
当期純利益 

49,834円63銭

  

 当社は、平成16年７月22日開催の取締役会において株

式分割による新株式の発行を行う旨の決議をしておりま

す。 

 当該株式分割の内容は、下記のとおりであります。 

 １ 平成16年10月20日付をもって平成16年８月31日最

終の株主名簿及び実質株主名簿に記載された株主の

所有株式数を１株に付き２株の割合をもって分割す

る。 

 ２ 分割により増加する株式数  普通株式26,218株

 ３ 配当起算日  平成16年９月１日 

前期首に当該株式分割が行われたと仮定した場合におけ

る（１株当たり情報）の各数値はそれぞれ以下のとおり

であります。 

第14期 
(自 平成14年９月１日 
至 平成15年８月31日) 

第15期 
(自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日) 

１株当たり 
純資産額 

85,416円65銭
１株当たり 
純資産額 

114,226円75銭

１株当たり 
当期純利益 

25,016円35銭
１株当たり 
当期純利益 

21,986円70銭

潜在株式調整
後１株当たり
当期純利益 

24,917円32銭  ―

   
 

 

（当期中の発行済株式数の増加） 

 

発行年月日 発行形態 発行株式数(株) 発行価格(円) 資本組入額(円) 

平成15年10月20日 株式分割(１：２) 11,884 ― ―

平成15年10月31日 
新株引受権の行使 
(ストックオプション) 

18 87,500 787,500

平成16年１月31日 
新株引受権の行使 
(ストックオプション) 

6 87,500 262,500

平成16年２月６日 公募増資 2,000 471,225 471,226,000

平成16年２月25日 第三者割当増資 300 471,225 70,683,900

平成16年２月29日 
新株引受権の行使 
(ストックオプション) 

66 87,500 2,887,500

平成16年３月31日 
新株引受権の行使 
(ストックオプション) 

12 87,500 525,000

平成16年４月30日 
新株引受権の行使 
(ストックオプション) 

6 87,500 262,500

平成16年５月31日 
新株引受権の行使 
(ストックオプション) 

6 87,500 262,500

平成16年６月30日 
新株引受権の行使 
(ストックオプション) 

12 87,500 525,000

平成16年７月31日 
新株引受権の行使 
(ストックオプション) 

24 87,500 1,050,000
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２．役員の異動（平成16年11月24日付） 

１．代表者の異動 

該当事項はありません。 

 

２．その他役員の異動 

新任取締役候補   

新役職名 氏 名 常勤・非常勤の別  

専務取締役 白石 義博 常勤  

    

 

 

 


